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1税 効 果会 計 の仕 組 み
税効果会計 とは,「企業会計上の収益又は費用 と課税所得計算上の益金又は損金の認識時点
の相違等 により,企業金計上の資産又は負債の額 と課税所得計茸上の資産又は負債の額に相違
がある場合において,法 人税その他利益に関連する金額を課税標準 とする法人税等の額 を適切
に期間配分することにより,法人税等を控除する前の当期純利益 と法人税等を合理的に対応 さ
せることを目的とする手続である」(『税効果会計に係 る会計基準』税効果会計に係 る会計基準
の設定 について)以 下,『基準の設定について』 という。一)。税効果会計 というのは,法 人税
等を費用 とみな して,利 益 に対応するように期間配分 しようというものである。
法人税等の課税所得は,企 業会計上の利益の額 を基礎にして計算される。ただ,企 業会計上
の利益 と税法上の課税所得 とは異なる。利益 は収益 と費用 とによって算定される。課税所得は
益金 と損金 とによって算定される。収益 と益金とは必ず しもイコールではないし,費用 と損金
もイコールで1まない。また,収 益 ・費用の認識時点 と益金 ・損金の認識時点に相違が見 られる
のが一般的である。
会計上の利益が必ず しも税法上課税所得にはならない。そこで,課 税所得に応 じて納付 した
税金 を会計上の利益額に基づいて配分 しようというのが税効果会計の目的である。「税効果会
計 を適用 しない場合には,課 税所得を基礎 とした法人税等の額が費用 として計上 され,法 人税
等 を控除する前の企業会計上の利益 と課税所得とに差異があるときは,法 人税等の額が法人税




上述のように,企 業会計上の利益 と税法上の課税所得とは異なる。収益 と益金 とは必ずしも
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イコールではない し,費用 と損金 もイコールではない。たとえば,交 際費は会計では費用であ
るけれども,税法上は原則 として損金にはならない。ただ,交 際費は税効果会計 とい う点から
は問題にならない。交際費は会計上,費 用であるけれども,税法上は,原 則 として,損 金不算
入である。 したがって,こ の差異 は税効果会計では永久的に調整されることはない。こういう
永久的に調整 されることがない差異の ことを税効果会計では 「永久差異」 と呼んでいる。
税効果会計で問題になる差異は 「一時差異」である。一時差異 というのは,『税効果会計 に
係 る会計基準』(以下,『基準』 とい う)に よると,① 収益 または費用の帰属年度が税務会計 と
相違する場合,② 資産の評価替により生 じた評価差額が直接資本の部 に計上され,か つ,課 税
所得の計算に含 まれていない場合 に生ずる。『基準』(第二,一,2(1))。① には,た とえば,
企業会計上設定 した貸倒引当損や減価償却費等が該当する。企業会計上設定 した貸倒引当損や
減価償却費等について,税 法は損金算入限度額を定めている。 これによって,企 業会計上の利
益 と税法上の所得との間に差異が生ずる。ただ,損 金算入限度額を超えた分の費用は将来,実
際に貸倒や減価が実現 した時には損金に算入 されることになるので,こ の差異は将来的に調整
されることになる。② に該当するもの としてはある種の有価証券や土地等が該当する。たとえ
ば,『土地の再評価に関する法律』(時限立法)の 規定 に基づいて事業用の土地の再評価 を行 っ
て,評価差額を直接資本の部 に計上する場合,こ の評価差額は課税所得に含まれないが,将来,
この資産を売却 した時に評価差額が実現するので,会 計上の利益 と税法上の差異は調整 される
ことになる。すなわち,税 効果会計で対象 となる差異は一時差異のみである。
企業会計上は償却資産の耐用年数の選定は企業に任 されているが,税 務上は 『減価償却資産
の耐用年数等に関する省令』(以下,『省令』 という)に よって資産ごとに耐用年数が定められ
ている。企業が 『省令』 に定める法定耐用年数よ りも短い年数で減価償却を行 うとしても,法
定耐用年数で計算 した額 を超える額(減 価償却費の損金算入限度超過額)は 損金に算入できな
い。 また,法 人税法では貸倒引当金の繰入率 も業種によって決まっている。定められた率 を超
えて貸倒引当金や退職給付引当金 を設定 したとしても,そ の超過額(引 当金の損金算入限度超
過額)は 課税所得 を計算する際に損金に算入できない(法 人税法第52条)。また,会 計 と税法
とでは貸倒の認識時点に相違が見 られる。
ここで,次 のような例 を考 えてみよう。そ して,税 法では,こ の貸倒損失を第1年度の損金
として認識せずに,第2年 度に認識するとしよう。
仮 に,実 効税率が40%であるとすれば,第1年 度の法人税等は,会 計では20であるのに対
して,税 法では60になる。第2年度の法人税等は,会 計では52であるのに対 して,税 法では
12になる。 したがって,第1年 度 に支払った60のうち40は会計から見れば次年度の法人税等




























うに,法 人税等 を費用 とみなして,利 益 に対応するように期間配分 しようというのが税効果会
計の目的である。
五 税 効 果会 計 の効 果
前節で税効果会計の目的について貸倒 を例に して説明 した。事実,金 融機関における繰延税
金資産の多 くは,不 良債権の処理にかかわるものである1。金融機関の不良債権処理の手順は,
まず,貸 倒引当金を設定する。それ も有税で設定する。その後,融 資先が倒産 して,貸 倒損失
が実現 した段階で引当金相当額が損金 として認められる。貸倒に関する損失は,会 計では費用
として計上 していても,税法では会計 よりも後になって損金 として認定 されることになる。税
法では,債 権について債務者の資産状況,支 払能力等からみてその全額が回収で きないことが
明 らかにならなければ,貸 倒処理を認めないのである。
すなわち,取 引先が経営破綻あるいは実質的な経営破綻 に至っていないが,財 政状態が悪化
して,元 金や利払いが滞っている場合がある。会計であれば,こ うした段階で貸倒損失を見込
んで貸倒引当金 を設定する。 しか し,税務上は,租 税回避の防止,課 税の公平性確保 という点
か ら,貸倒損失の認定が非常にシビアで,① 法律上の貸倒(法 人税基本通達9-6-1),②事
実上の貸倒(法 人税基本通達9-6-2),③形式上の貸倒(法 人税基本通達9-6-3)とい う
場合にのみ貸倒損失を損金算入が認められる。つまり,税法では,債 務者が経営破綻あるいは
実質的な経営破綻に至 った段階で貸倒 を認定する。そのために,多 くの場合,貸 倒損失の認識
は税法の方が会計よりも後になっている。
さらに,上記の場合 に,設定する引当金の額が問題である。引当金の額について,会 計では
独 自の判断で,貸倒引当金の額を見積 もることが可能である。一般の企業における 「受取手形,
売掛金,貸 付金その他の債権に係 る貸倒引当金 については,『企業会計原則』注解18に基づ き
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設定することとされてお り,貸倒見積高の具体的算定方法は会計慣行に委ねられてきた」(『金
融商品に係る会計基準』5-1)の である。 しかし,実 際には,多 くの企業は,貸 倒引当金 を
設定する場合,法 人税法の設定基準に したが って設定 してきた。それは,仮 に税法の基準額 を
超えて貸倒損失を見積計上 しても,税 法に損金算入限度額の定めがあって,そ の限度額を超え
た額は損金 に算入 されないからである。
「金融商品に係 る会計基準」は貸倒見積額 を適切に算定するために債権を次の3つに区分 し
でいる。債務者の財政状態および経営成績等に応 じて,① 経営状態に重大な問題が生 じていな
い債務者に対する債権(一 般債権),②経営破綻の状態には至 っていないが,債 務の弁済に重
大な問題が生 じているかまたは生 じる可能性の高 い債務者に対する債権(貸 倒懸念債権),③
経営破綻 または実質的に経営破綻 に陥っている債務者に対する債権(破 産更生債権等)に 区分
している。一方,金 融機関では,金 融庁の 『預金等受入機関に係る検査マニュアル』 にしたが
って,5つの債務者区分に分けて,下 記の ように貸倒引当金 を設定 している。この場合,一 般

























だが,金 融庁は,こ れで も 「要管理先債権」以下の債権については上記の設定額でも不十分
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であると見ている2。しか し,上記の表 ように貸倒引当金を設定 しただけで も,計上する貸倒
損失は税法基準 よりも多 くなる。
貸倒引当金を認定するとして も,有税で設定する。その後,融 資先が倒産 して,貸 倒損失が
実現 した段階で引当金相当額が損金 として認められる。また,税 法の基準 を超えて貸倒損失を
見積計上 して も,税法に損金算入限度額の定めがあって,そ の限度額を超 えた額は損金に算入
されない。 これでは,会 計上,貸 倒引当金を設定 して損失を計上 しても,経営状況を悪 く見せ
るだけである。このため金融機関は,こ れまで不良債権の処理を行 ってこなかったのである。
だが,税 効果会計が導入 されて,金 融機関は不良債権 を償却 しやす くなった。金融機関は貸
倒 に備えて,引 当金 を積むが,そ れは税法上,損 金不算入であるため,会 計上の利益 は税法上
の所得 よりも多 く算定され,法 人税を会計上の利益 よりも余分に支払 うことになる。 しかし,
税効果会計が導入 されると,そ の分が繰延税金資産 を構成することになる。 この場合,仮 に,
実効税率が40%であるとすれば,不 良債権の帳簿金額の40%は繰延税金資産 として認定 され,
それに見合 う 「税効果資本」が 自己資本に組み込 まれることになる。そのために,税効果会計
は,金 融機関に不良債権処理を積極的に行わせる役割をはたすことになった3。
会計が税法 よりも先 に認識 した貸倒に関する部分が繰延税金資産として貸借対照表 に記載さ
れることになる。このように,会計が税法よりも先 に認識 した貸倒 に関する部分が繰延税金資
産 として認識 されることが金融機関における不良債権の償却 を促進するために役立っている。
皿 税 効 果資 産 の問 題 点
しか し,貸倒引当金 を有税で設定 した後,融 資先が倒産 して,・貸倒損失が実現 した年度に利
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仮 に,実 効税率が40%であるとすれば,第1年 度の法人税等 は,会 計では20であるのに対
して,税 法では60になる。第2年度の法人税等は,会 計では24であるのに対 して,税 法では0
になる。2年間でみれば,会 計上の利益は110である。税法上の所得 も110である。 この場合,
利益 を計上 した次年度以降に欠損金が出た場合,利 益が出た過年度 に納付 した法人税等の繰戻
し還付は受け られない。法人税等の繰戻 し還付の制度はすでに,税 収確保の観点か ら,1992
年度から凍結 されている。この例では,第1年 度に支払った法人税等の繰延税金資産40のうち
16は取 り戻す ことはできない。繰延税金資産を取 り戻すためには,貸 倒損失が確定 した年度 ・
に利益が出ていなければならない。
法人税等の繰戻 し還付の制度の凍結は,税 効果会計 という点からいって不公平である。法人
税等の繰戻 し還付の制度の凍結は,税 効果会計における公平性の確保 という点か ら解除すべ き
ものである。1年目に欠損金100を出 して,2年目に所得100を計上 した場合には損失の繰延が
認め られて,「法人税等がゼロになる。これに対 して,1年度に所得を100計上 して,2年目に欠
損金100を計上 した場合には,法 人税等の繰戻 し還付を受けられない。 これは,明 らかに不公
平である。
さらに,税 効果会計 において,問 題 なのは 『基準』が 「将来の課税所得 と相殺可能な繰越欠
損金等については,一 時差異 と同様に取 り扱 う」(『基準』第二,一,4)と していることであ
る。巨額 の欠損金が発生 した場合,法 人税法第57条の規定 によって,欠 損金の繰越控除制度
の適用期間が5年 間(改 正案では7年間)と 定められている。欠損金の繰越控除制度は,欠 損
金が発生 して,次 期以降に利益が発生 した場合,そ の欠損金 を次期以降5年間の利益 と通算 し
て,次 期以降の法人税等が減額される制度である。つ まり,将来,利 益が発生 した期 に法人税
等が減額 されることから,将 来,利 益 を獲得できる見込みがあれば,欠 損金に対 して繰延税金
資産が計上 されることになる。つま り,実行税率が40%である と仮定すれば,欠 損金の40%
が繰延税金資産 として計上 されることになる。 しか し,当期に欠損金が生 じた企業が,時 期以
降に利益 を確保できるとは限らない。仮に,欠 損金が生 じた期以降の年度 に利益が確保できな
ければ,計 上 した繰延税金資産は取 り戻せ ないことになる。それにもかかわらず,欠 損金の
40%もの繰延税金資産 として計上 されることにな りかねないのである。
欠損金が生 じた場合の繰延税金資産の計上は次期以降の利益の確保が前提になっている。確
保す ることができなければ,計 上 した繰延税金資産は取 り戻せ ない。逆に言えば,十 分に課税
所得 を発生させることができなければ,た とえ欠損金が生 じても,繰延税金資産 を計上するべ
きではない。
た とえば,り そなホールディングスの2003年3月期末の繰延税金資産は5230億円である。
また,会 計上の税金等調整前 当期純損失5242億円に法人税 ・住民税及び事業税109億円,繰 延
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税金資産の償却額(法 人税等調整額)3008億円,少 数株主持分19億円を加減算 して当期損失
8376億円 を計上 している。資本の部合計 は3108億円である4。これらの数字は,当 初,「前提
となる収益計画が甘 く,過大見積 もり」5であるとして,監 査法人か ら 「税効果資本」の取 り
崩 しを迫 られて結果の数字 と言われている。
ポイントは税効果会計による 「税効果資本」がどれだけ認められるかである。当初,り そな
は,収 益計画を5年間と見込んでいた6。2002年3月期に,り そな(旧 大和,旧 あさひ)は 税
効果資本 を約7090億円計上 していたが,日 本公認会計士協会は,政 府の方針に従 って大手銀
の収益計画の実現可能性を厳 しく査定する方針を打ち出 してお り7,監査法人は,2003年3月
期の決算では約4割少ない4310億円 しか認めないと判断 したとされる。限度額算定の前提にな
る5年後 までの収益計画の実現性が低い というのがその理由である。監査法人の案は算入年限
を 「5年分」か ら 「3年分」に短縮するものだったと言われている。結局 りそな銀行の3月末の
自己資本比率は当初想定 していた6%程度から2%程度 に低下 し8,りそなホールディングス全
体の連結自己資本比率 も3.78%となり,国 内だけで営業する銀行の最低基準(4%)を 下回る
ことになった9。
ところで,り そなには,税 金等調整前当期純損失が5242億円ある。さらに,繰 延税金資産
が5230億円ある とい うことは,将 来の利益で相殺で きると見ていることを意味する。仮に,
実効税率 を40%とすると,繰 延税金資産5230億円÷実効税率約40%=1兆3075億円の税引前
利益 と会計上の純損失5242億円 との合計1兆8317億円を今後3年間で稼 ぎ出さなければならな
いことになる。そうでなければ,繰 延税金資産5230億円を取 り戻すことはできないのである。
りそなが5年 間 と見込んでいた収益計画 を,監 査法人は3年 間に短縮 した とされている10。
しか し,そ れでも,こ れまで業績が悪かった りそなが,今 後3年間で1兆8318億円もの利益
を確保できるのであろ うか。 りそなは2003年3月期 に税金等調整前当期純損失5242億円を計
上 しただけではない,昨 年 も1兆1737億円もの税金等調整前当期純損失を計上 している。本当
に5230億円の繰延税金資産 を計上は妥当なものなのであろうか。今後3年間に利益を確保でき
ると見込んで繰延税金資産を計上することはまった く説得力がない説明である。
】〉 税効 果資 産 の資 産性
りそなは2002年3月期にすでに自己資本に算入 していた税効果資本約7090億円のうち約4割
にあたる約3007億円を,計 画通 りの利益 を確保で きないと判断 して,取 り崩 した11。りそな
銀行以外の大手銀行 は設定済みの税効果資本の大幅 な取 り崩 しを求め られる事態は回避で き
た。 しか し,政府の厳格査定方針に沿って新規計上 を断念 した。「回収が不確実な分は自主的
に計上 を見送った12」(三木繁光 ・三菱東京フィナンシャル ・グループ社長)の である。放棄
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額はみずほが約9700億円,UFJ5000億円,三 井住友4500億円,三 菱東京2000億円。四大グル
ープだけで2兆1000億円を超えた13。大手銀行は今後,20兆円弱の課税所得 を稼がない と税効




欠損金 にかかわる繰延税金資産は,将 来の利益の予測 に基づ くものである。このようなもの
に資産性はあるのだろうか。弥永真生教授は 「繰延税金(借 方)は 繰延資産よりも資産性が強
い15」とされている。 その理由として次のように述べ られている。「繰延税金(借 方)は 前払
費用 と同様,用 役の受入れが終了 していない部分に対応する給付債権を示す面を有することに
な り,役務の提供 を受けたという要件 を満たすにすぎない繰延資産 よりも資産性 を認めやすい。
16」しか し,将 来の予測によって資産 として計上される金額が変動するもの を資産 と言えるか
どうか疑問である。仮 にも,繰延資産は支出がなされた ものである。これに対 して,5年 もの
将来にわたって利益の獲得 を予測 して,欠 損金の繰越控除制度 を適用 して繰延税金資産 を計上
したとして も繰延税金資産 に資産性があるかどうか疑問である。
とか く利益計画 とい うものは狂いが生ずるものである。計画通 りの利益が獲得できるのであ
れば,倒 産する企業が存在することはあ りえない。 したがって,少 なくとも,欠損金の繰越控
除制度の適用によった繰延税金資産の計上 は避けるべ きである。仮に,計 上するとしても,商
法第290条お よび商法施行規則124条,125条に研究費及び開発費を配当に当たって考慮する
の と同様 に,配 当可能利益の計算 に当たって考慮すべ きものであろ う。



















損金1000であるから,マ イナス300である。配当 も役員賞与 も支払えるはずがない。 しかし,




















資産であるといって も,次年度にならなければ,実現 しない利益に基づ く資産である。しかも,
必ず実現するとは限らない未実現の利益 に基づ く資産である。それでいて,100の配当や役員
賞与が可能なのであろうか。理解に苦 しむところである。
また,会 計において,分 配可能利益は当期 に実現 している必要がある。実現利益の条件の一
つに貨幣性資産の入手があげ られているが,流 動繰延税金資産がその要件を満た しているとは
思えない。さらに言えば,繰 延税金資産は将来の利益 によってカバーされるものであってみれ
ば,利 益 を前取 りして,そ れを配当や役員賞与に回すことは予想の利益 を計上 して,配 当や役
員賞与 を行うことになって しまう。回収 される見込が不透明な繰延税金資産を配当や役員賞与
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